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1 情報通信産業の動向

－10

－5

0

5

10

15

  
95

1999 
・ 
1
 

95
2000 
・ 
1 95

2001 
・ 
1 95

2002 
・ 
1 95

2003 
・ 
1 95

2004 
・ 
1 95

2005 
・ 
1

2006 
・ 
1

経済産業省「全産業活動指数」、「鉱工業指数」及び「第３次産業活動指数」により作成 

（％） （前年同月比） 

（年・月） 

① ② ③ ④ 

ICT関連産業活動指数 情報通信サービス業 情報通信製造業 

図表1-1-1 情報通信産業の活動指数の推移

１情報通信業及び情報通信関連サービス業を指している
２鉱工業指数、第3次産業活動指数の中からICT関連業種を抜き出し、それぞれを「ICT関連生産指数」及び「ICT関連サービス業活動指数」として指
数化した。また両指数を合成することでICT関連産業全般の活動指数とした。詳細については付注2を参照
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1 情報通信製造業
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経済産業省「鉱工業指数」により作成 

（％） （前年同月比） 

（年・月） 

在庫指数 出荷指数 生産指数 

図表1-1-2 情報通信製造業の生産・出荷・在庫状況
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図表1-1-3 電子タグの出荷枚数の推移
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（出典）（社）日本自動認識システム協会資料

非接触型ICカード バイオメトリクス関連 

図表1-1-4 非接触型ICカード及びバイオメトリクス
関連の出荷金額の推移

３個人を識別する際に、身体的な情報などを判断材料として利用する生体認証技術を指す
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2 情報通信サービス業

3 情報通信産業の設備投資動向
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総務省「通信産業実態調査（設備投資調査）」及び内閣府・財務省「法人企業景気予測調査」により作成 

（億円） （％） 

（年度） 

全産業総投資額に占める割合 通信・放送業全体 

図表1-1-6 通信・放送産業の設備投資額の推移
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経済産業省「第3次産業活動指数」により作成 

2000年12か月の平均＝100

（年・月） 

情報通信サービス業 その他の情報通信サービス業 
情報関連機器リース システム等管理運営受託 移動電気通信業 

図表1-1-5 情報通信サービス業の活動状況

４財務省「法人企業統計調査」
５総務省「通信産業実態調査（設備投資調査）」
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６株式市場（マザーズ、ナスダック・ジャパン（現ヘラクレス））の業種分類において、「情報・通信業」に分類されている企業を対象としている

情報通信市場の特徴として、ICTベンチャーの創

業や新規参入がある。大学発ベンチャー企業の業種

別の内訳でも、ICTベンチャーの数が最も多い（図

表1）。

情報通信分野は、創意工夫により多様なニュービ

ジネスを生み出す可能性に富んでいる。例えば、後

述するように、ネットワークによる取引では、

Web2.0の特質等を生かすことにより、「ロングテー

ル」と言われる多様で小規模な需要をネットワーク

を活用して集積し、新たな市場を生み出すことが可

能である。また、比較的小規模の資金（初期投資）

で参入可能であることや、マザーズ、ナスダック・

ジャパン（現ヘラクレス）といった資金調達市場が

整備されたことなどもあり、ここ数年、ICTベンチ

ャー企業の参入が相次いだ。景気低迷を反映し、

ICTベンチャーの上場数は減少したものの、2003年

頃を境にインターネット関連を中心として再び上場

数は増加している（図表2）。

ICTベンチャーの参入C O L U M N
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図表1 分野別大学発ベンチャー数
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図表3 ベンチャーキャピタルの情報通信関連事業
者に対する新規投資額の割合の推移
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図表2 新興企業向け証券市場における情報通信関
連企業の新規上場数の推移
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4 情報通信関連の消費動向

5 情報通信関連の投資動向

（％） （％） （後方12か月移動平均、前年同月比） 

総務省「家計調査」（二人以上の世帯（農林漁家世帯を除く））により作成 
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図表1-1-7 情報通信消費の変化と全体に占める割合の推移

経済産業省「全産業供給指数」により作成 
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図表1-1-8 全産業供給指数（情報化関連投資）の推移

７「情報通信産業連関表」により情報通信関連の民間消費支出を合計した値
８情報通信関連の消費支出は、電話通信料、情報通信関連機器（通信機器、パソコン、ビデオデッキ等）、放送受信料、インターネット接続料、テ
レビゲーム、音楽・映像メディア、映画・演劇等入場料及び書籍・他の印刷物の合計とした。総務省「家計調査」（二人以上の世帯（農林漁家世
帯を除く））により作成
９総務省「家計調査」（二人以上の世帯（農林漁家世帯を除く））
10「ICTの経済分析に関する調査」
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6 情報通信関連の輸出入動向

7 情報通信関連の物価動向
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（情報通信関連財の輸出：前年同期比） 

輸入比率 輸出比率 情報通信関連財の輸出 

図表1-1-9 情報通信関連輸出の動向と情報通信関連財の輸出入が輸出入総額に占める割合の推移

総務省「消費者物価指数」、日本銀行「国内企業物価指数」及び「企業向けサービス価格指数」により作成 
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図表1-1-10 情報通信関連の消費者物価指数、国内企業物価指数及び企業向けサービス価格指数の推移

11財務省「貿易統計」より作成。情報通信関連財の輸出は電算機類、電算機類の部分品、半導体等電子部品、音響機器、映像機器、通信機及び科学
光学機器の合計とした。ただし2003年12月以前は電算機類と部分品を事務用機器のデータで代替している
12財務省「貿易統計」
13総務省「消費者物価指数」により作成。情報通信関連の消費者物価指数は、通信・放送受信料（固定電話通信料等）、情報通信関連機器（通信機
器等の教養娯楽用耐久財）、コンテンツ関連（書籍、新聞等）をウエイト付けして合計したものとした
14日本銀行「国内企業物価指数」により作成。情報通信関連の国内企業物価指数は、電子応用装置、通信機器、民生用電子機器、電子部品、電子デ
バイス等をウエイト付けして合計したものとした
15ただし、本指数はヘドニック指数が採用されている
16日本銀行「企業向けサービス価格指数」により作成。情報通信関連の企業向けサービス価格指数は、通信、放送、広告、情報サービス、情報関連
機器リース・レンタルをウエイト付けして合計したものとした
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8 情報通信関連企業の株価動向
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情報通信業 電気機器 東証株価指数 

図表1-1-11 情報通信関連の東証株価指数の推移

半導体業界では、約4年周期のシリコンサイクルの存在が知られている。半導体は「ムーアの法則」とし

て知られるように、技術革新が早く、製品のライフサイクルは非常に短い 。また、いわゆる部品産業であ

るため、製品機器市場の影響を受けやすく、例えばサイクルの上昇期には大量の見込発注が行われる一方、

下降期には過剰在庫が発生し、その解消のために発注を大幅に減少させるという調整過程が半導体の生産

に大きな変動をもたらす 。これらによって、半導体生産には大きな変動が引き起こされ、約4年周期のシ

リコンサイクルという循環がもたらされる。

このシリコンサイクルと経済変動には密接な関係があるとされており、例えば、鉱工業生産指数とその

うちの半導体の生産指数の前年同期比を比べると2003年以降かい離してきているものの、全体として類似

の動きになっている。

経済産業省「鉱工業指数」、SIA「Total Semiconductor World Market Sales & Shares」により作成 
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図表　鉱工業生産と半導体生産の比較

17中小企業金融公庫調査部（2002）
18住友商事株式会社情報調査部（2001）

シリコンサイクルC O L U M N
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1 国内生産額及び実質GDP

2 情報通信産業の現状
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（年） 
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（出典）「ICTの経済分析に関する調査」
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図表1-1-13 情報通信産業の実質国内生産額の推移
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（出典）「ICTの経済分析に関する調査」
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図表1-1-14 情報通信産業の実質GDPの推移
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（出典）「ICTの経済分析に関する調査」

研究 情報通信関連建設業 情報通信関連サービス業 情報通信関連製造業 
映像・音声・文字情報制作業 情報サービス業 放送業 通信業 

図表1-1-12 情報通信産業の名目国内生産額の推移

19情報通信産業の名目国内生産額の詳細については、データ6を参照
20情報通信産業の実質国内生産額の詳細については、データ8を参照
21情報通信産業の実質GDPの詳細については、データ9を参照
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2 雇用者数
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（出典）「ICTの経済分析に関する調査」
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図表1-1-15 情報通信産業の雇用者数
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（出典）「ICTの経済分析に関する調査」

全産業 その他の産業 情報通信産業 

図表1-1-16 実質GDP変化に対する情報通信産業の寄与度

22情報通信産業の雇用者数の詳細については、データ10を参照
23以下の情報通信技術が生産性に影響を与える要因（経路）については、篠崎（2005）、宮川（2006）を参考にしている
24同計算に当たっては、総務省作成の情報通信産業連関表の数値を用いている。このため、内閣府により公表されている実質GDPとは数値が若干異
なったものとなっている

1 情報通信産業と経済成長（第一の効果）

3 情報通信が経済成長に与える影響
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2 情報通信資本ストックと経済成長（第二の効果）
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図表1-1-17 実質情報化投資の推移

25情報通信資本ストックの推計方法については付注5を参照
26実質情報化投資額の詳細についてはデータ11を参照
27実質情報通信資本ストックの詳細についてはデータ12を参照
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（出典）「ICTの経済分析に関する調査」

民間情報資本ストック 民間資本ストックに占める情報通信資本比率 

図表1-1-18 実質情報通信資本ストックの推移
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（出典）「ICTの経済分析に関する調査」

労働 情報通信資本 一般資本 
その他 経済成長率 

図表1-1-19 経済成長率への情報通信資本の寄与度
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（出典）「ICTの経済分析に関する調査」
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図表1-1-20 労働生産性とその要因

（出典）「ICTの経済分析に関する調査」
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図表1-1-21 産業別労働生産性成長率と要因
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3 ICT化と経済成長（第三の効果）
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（出典）「ICTの経済分析に関する調査」

1995年～2000年 
2000年～2004年 

1990年～1995年 

図表1-1-22 産業別労働生産性成長率に対するICT資本の寄与度の推移

28労働、資本（情報通信資本を含む）といった生産要素の変化では説明されない変化要因を指す。全要素生産性自体は、技術進歩や効率性の改善、
組織や制度変革、景気変動等様々な要因を含むことになるため、第三の効果が、他の要因によって相殺されてしまうなどの可能性があることに注
意が必要である
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（単位：％）

労働生産性成長率  

資本深化の寄与度  

ICT資本深化の寄与度 

非ICT資本深化の寄与度 

TFP成長率の寄与度  

労働生産性成長率  

資本深化の寄与度  

ICT資本深化の寄与度 

非ICT資本深化の寄与度 

TFP成長率の寄与度  

※　労働生産性は労働時間当たり実質付加価値額。米国のTFPは、労働構成の寄与度とMFP（Multifactor Productivity)の合計        
　　米国は「Private Nonfarm Business」（農林水産業を除く民間部門）、日本は農林水産業、不動産業を除く民間部門       

米国は「Multifactor productivity trends,2004」(米国労働統計局 2006.3）により作成、日本は「ICTの経済分析に関する調査」 

図表1-1-23 日米の労働生産性成長率の比較
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（出典）「ICTの経済分析に関する調査」

1995～2000年 2000～2004年 

図表1-1-24 産業別全要素生産性上昇率

29情報通信機械は除いている
30情報化投資は活発に行われ、情報通信資本ストックが蓄積されているものの、生産性向上が見られないとして、情報化投資とともにどのような対
応を取ればICTユーザー部門でも生産性向上の効果があるかということが現在では議論となっている




